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別添 
 公認会計士・監査審査会は、公認会計士・監査審査会令（平成１２年６月７日政令第２６５

号）第２条の規定に基づき、公認会計士・監査審査会運営規程を次のように定める。 
 
公認会計士・監査審査会運営規程 
 
目次 
 
 第１章 総則 
 第２章 会議 
 第３章 調査審議 
 第４章 試験 
 第５章 審査 
 第６章 検査 
 第７章 勧告 
 第８章 専決 
 第９章 雑則 
 附 則 
 
 
第１章 総則 

 （目的） 
第１条  公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）の議事の手続その他審査会の 
 運営に関しては、別に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 
２ 試験事務においては、公認会計士になろうとする者に必要な学識等の判定を行うため厳正

に行い、審査及び検査においては、監査の質の確保と実効性の向上を図ることを旨として、

客観的・専門的知見から行うものとする。 
 
第２章 会議 

 （開会） 
第２条 会議は、原則として月２回程度開くこととするほか、必要に応じて開くものとする。 
２ 会議は、公認会計士・監査審査会会長（以下｢会長｣という。）が招集する。 
３ 会長は、会議の議長となり、会議を運営する。  
 （会議への出席） 
第 3条 審査会は、事務局の職員を会議に出席させて、事案につき説明させ、又は意見を述べ
させることができる。 
２ 審査会は、必要があると認めるときは、会議において関係行政機関の職員及びその他の者

の出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 
（会議の非公開） 

第 4条 会議は、これを公開しない。 
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  （議事録） 
第 5条 審査会は、会議について、書面又は電磁的記録により、議事録を作成しなければなら
ない。 
２ 議事録には、次に掲げる事項を記載するものとする。 
 一 開催日時及び場所 
 二 出席者の氏名 
 三 議題 
 四 審議の概要 
 五 議決事項 
 六 その他必要と認める事項 
 （小委員会） 
第６条 審査会は、必要があると認めるときは、小委員会を設けることができる。 
２ 小委員会に属すべき委員は、会長がこれを指名し、審査会が承認する。 
３ 小委員会に小委員長を置き、小委員会に属する委員のうちから、会長がこれを指名し、審

査会が承認する。 
４ 議事運営その他小委員会に関し必要な事項は、各小委員長が定める。 
 

第３章 調査審議 
 （意見表明） 
第７条 公認会計士法（以下「法」という。）第３２条第５項に基づき、金融庁長官より意見

を求められた場合には、書面をもって意見の表明を行なうものとする。 
 

第４章 試験 
 （試験実施に係る細目） 
第８条 公認会計士試験に関する実施計画等必要な細目は、審査会が別に定めるところによる。 
 

第５章 審査 
（審査基本方針及び計画の策定） 
第９条 審査会は、日本公認会計士協会が法第４６条の９の２の規定に基づいて行う会員の法

第２条第１項の業務の状況の調査の結果に関する審査にかかる基本方針を策定するものと

する。 
２ 審査会は、前項の審査の計画を策定するものとする。 
 （審査） 
第１０条 前条第１項の審査にかかる事務について、事務局は、定期的に処理状況を審査会に

報告するものとする。 
２ 前項の事務において重大な事実が把握された場合には、事務局は、速やかにその旨を審査

会に報告しなければならない。 
３ 審査会は、審査結果に基づき、立入検査の要否等、必要な対応を決定するものとする。 
 

第６章 検査 
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 （検査基本方針及び計画の策定） 
第１１条 審査会は、検査にかかる基本方針を策定するものとする。 
２ 審査会は、審査の結果に基づき、検査の必要があると認められる場合には、日本公認会計

士協会、公認会計士、会計士補、外国公認会計士又は監査法人の事務所その他その業務に関

係のある場所（以下「被検査事務所等」という。）のうち検査の対象範囲、検査の目的、検

査対象事項、検査期間及び主任検査官その他当該検査の実施項目を定める検査実施計画を策

定するものとする。 
 （検査の報告） 
第１２条 主任検査官は、立入検査を終了後、必要に応じ検査結果の概要を審査会に報告する

ものとする。 
２ 主任検査官は、検査を終了するときは、検査結果を審査会に報告しなければならない。 
３ 主任検査官は、特に重大な事実を把握した場合には、速やかにその旨を審査会に報告しな

ければならない。 
 （検査結果の通知） 
第１３条 審査会は、検査を終了したときは、検査結果を当該被検査事務所等に通知するもの

とする。 
 

第７章 勧告 
 （行政処分等の勧告） 
第１４条 審査会は、行政処分その他の措置について金融庁長官に対して勧告するときは、書

面をもって行うものとする。 
 
  第８章 専決 
 （専決） 
第１５条 審査会は、審査会の事務処理のうち、次の各号に掲げる事項について、事務局長の

専決とさせることができる。 
一 公告に関する事項のうち軽微なもの。 
二 広報に関する事項（年次報告書の公表を除く。） 
三 公認会計士試験の実施に関する事項のうち軽微なもの 
四 報告徴求に関する事項 

 
第９章 雑則 

 （公表） 
第１６条 審査会は、毎事務年度終了後、当該事務年度における各種措置及び検査実施件数等

の活動状況を公表するものとする。  
 （情報の収集等） 
第１７条 審査会は、事務処理に必要な各般の情報の収集、整理及び分析を行い、その情報の

適切な活用を図るよう努めるものとする。 
２ 審査会は、審査及び検査の各事務を処理した場合において必要があると認めるときは、そ

の各事務処理の結果が行政運営に適切に反映されるよう、関係行政機関に所要の連絡を行う



 

 4

ものとする。 
  

附 則 
 この規程は、平成１６年４月２０日から実施する。 


